提案書類の作成・記入要領
1. 提案書の様式
提案に当たっては、以下の（１）～（７）を作成・提出してください。

	（１）
	提案者の概要
	（様式１）

	（２）
	提案事業の概要
	（様式２）

	（３）
	提案事業の内容
	（様式３）

	（４）
	提案事業の年次計画
	（様式４）

	（５）
	実証事業実施体制
	（様式５）

	（６）
	事業従事者の経歴
	（様式６）

	（７）
	委託費概算内訳
	（様式７）

	（８）
	他の委託契約及び補助制度等の受託・受給等の状況
	（様式８）


2. 記入上の注意点
1 日本語で記入して下さい。

2 □には、該当する項目を黒く塗りつぶして下さい。

3 例示の単位が異なる場合は、正確な単位に修正して下さい。

4 斜字体で記載されている箇所は、記入に当たっての注意事項や参考例なので、提出書類を作成する際はこれらを削除して下さい。

5 必要に応じ、関連資料を添付して下さい。

6 様式について、適宜枠を拡大し、頁数を増やして頂くことは可能です。
（様式１）
提案者の概要
	１
	提案者（機関）名：

住所：

代表者の職名及び氏名：                               印

	２
	提案者（機関）の種別について、該当する項目を黒く塗りつぶして下さい。

□独立行政法人試験研究機関　□学校教育法に基づく大学　
□民間企業　□公益社団法人及び公益財団法人　
□一般社団法人及び一般財団法人　□特例民法法人　□特定非営利活動法人

□上記に該当しないが、実証試験に必要な設備・研究者を国内に有する者

	３
	提案者（機関）の下記各項目の該当の有無について、それぞれ該当する項目を黒く塗りつぶして下さい。

・予算決算及び会計令第70条の規定　　　□該当有　□該当無

・予算決算及び会計令第71条の規定　　　□該当有　□該当無
・環境省から指名停止措置が講じられている期間中の者でないこと。
□該当有　　　□該当無

・平成25・26・27年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」（「調査・研究」に限る）の競争参加資格の有無（無い場合は取得予定を記載） 
□有　　　□無（　　月取得予定）
・国又は独立行政法人等の事業費等により、提案課題と同種の実証事業を同時に行っていないこと。

□該当有　　　□該当無
・暴力団排除に関する誓約事項に誓約する。

□する　　　　□しない


（様式２）
提案事業の概要
	１．提案事業名



	２．事業目的の概要
(当該地域における波及効果について含めることとする。）


	３．事業実施地域の概要

（当該地域における硝酸性窒素等地下水汚染の状況についての情報を含めることとする。）



	４．事業内容の概要
（提案事業の概要を300字程度以内で簡潔に記載すること。原料の調達、利用技術、エネルギーの利用、残渣の利用についての情報を含める。また、フロー等の説明図は様式３又は４の本文又は添付資料として示すこと。）
＜事業規模に関する情報＞
・施設規模：　原料処理量　　トン／日、電力供給量
・エネルギー供給量：　電力　　kW、熱　　MJ/日、メタンガス　　立米/日
・副産物発生量：　　（種類ごとに日トン数）

	５．事業性（事業効果）の概要
（温室効果ガス削減効果、廃棄物処分量の削減効果、地下水汚染の改善効果、地域経済活性化の効果等について簡潔に記載すること。）



	６．事業費
平成26年度の取組に必要な経費：

　（平成27年度の取組に必要な経費：　　　　　　　　　）

　（平成28年度の取組に必要な経費：　　　　　　　　　）



	７．事業実施体制
（事業実施体制（各参加機関名、地域協議会の名称及び役割、受託者の実績等について簡潔に記載すること））



（様式３）

提案事業の内容

	１．提案事業名

（様式２の提案事業名を記入すること。）
２．事業目的

※当該地域における波及効果について含めることとする。
３．事業実施地域

※当該地域における硝酸性窒素等地下水汚染の状況についての情報を含めることとする（地下水環境基準の超過状況、地下水中濃度の増加の状況、又は将来的な地下水流域への窒素負荷の増加の見込み等）。

４．事業実施内容
ア　原料

　バイオマスの種類・性状、調達量（利用量）、調達先、調達価格、調達手段等

※原料とするバイオマスが、当該地域における硝酸性窒素等地下水汚染に与えている影響についての説明を含めることとする。

イ　技術

　バイオガス製造技術の方式（メタン発酵等）及び処理残滓の適正利用／処理技術の方式

ウ　施設計画

　リース等により導入する設備の仕様（能力、容量等）、配置図、物質・エネルギーフロー、用地の確保状況等

※３カ年の実証期間内において小規模の実証機を設置し実証を行う場合は、当該実証機に関する情報を含めることとする。

エ　エネルギーの利用計画

　エネルギーの種類（ガス・熱・電気）、生産量、地域の供給先、供給手段、供給予定価格、供給量、品質確保の考え方等
オ　副産物（残滓）の利用計画

　副産物（残滓）の種類、発生量、地域の供給先、供給手段、供給予定価格、供給量、品質確保の考え方等
カ　事業性等の実証及び成果の活用・普及

　温室効果ガス削減効果、廃棄物の適正処理及び処分量の削減効果、硝酸性窒素等地下水汚染の改善効果（地下水流域への窒素負荷の低減効果）、事業性等の実証（事業性を確認するための指標、課題の整理やその克服方法の検討）についての考え方。取組成果の活用・普及に関する計画（地域内及び地域を越えた普及施策、地域経済波及効果、新たな事業展開等）

※硝酸性窒素等地下水汚染の改善効果に関しては、当該施設単独による窒素負荷低減の効果だけでなく、地域のシステム全体による地域内での健全な窒素循環の促進の効果（例えば、残渣を堆肥利用し生産した作物を家畜飼料に用いるなどにより、当該地域に飼肥料の形で流入している窒素の低減の効果）等も含めることとする。

キ　事業費

　平成26年度の取組に必要な経費及び簡単な内訳、また、後年度（平成27年度、平成28年度）の取組に必要な経費及び簡単な内訳（経費の区別が分かるように記載）
※経費の詳細な内訳等については、様式７により別途記載すること。

ク　事業収支

　事業収支計画（算出根拠も記載）

ケ　スケジュール

　平成26年度から平成28年度までの３カ年の事業実施内容及び工程
コ　想定される効果

　二酸化炭素排出量の削減、廃棄物処分量の削減、硝酸性窒素等地下水汚染の改善（地下水流域への窒素負荷の低減）、地域経済活性化等の効果及びそれらの検証方法
サ　その他

　事業運営に必要な関係法令等の許認可の見通し、周辺環境への影響、地域住民等関係者との調整状況等



（様式４）
実証試験の年次計画
複数年調査の目的と内容

＜年次計画＞
（実証試験の内容を区分し、年次ごとの内容、課題、達成目標（主に数値指標）について表形式等により、３頁以内でまとめること（下表はイメージ）。なお、対象技術の最終目標を記入するとともに、本実証試験の達成度の評価方法を記入すること。）

表　年次計画（例）
	実証項目
	1年目
	2年目
	3年目
	実証終了後

	1.協議会運営


	
	
	
	

	2.原料関係


	
	
	
	

	(1)供給元との交
渉・調整
	
	
	
	

	(2)試験調達


	
	
	
	

	(3)本格調達


	
	
	
	

	3.施設関係
	
	
	
	

	(1)FS・設計
	
	
	
	

	(2)リース契約・設置
	
	
	
	

	(3)運転(試験→本格)
	
	
	
	

	4.エネルギー利用関係
	
	
	
	

	(1)利用先との交渉・調整
	
	
	
	

	(2)試験的供給
	
	
	
	

	(3)本格供給
	
	
	
	

	5.残渣利用関係
	
	
	
	

	(1)利用先との交渉・調整
	
	
	
	

	(2)試験供給
	
	
	
	

	(3)本格供給
	
	
	
	


（様式５）

実証事業実施体制
	実施体制

（実証事業の実施体制を図示すること。）

（各機関の役割分担、事業責任者及び担当者が明確になるように記入すること。）


（様式６）

各機関の事業責任者及び担当者の経歴
	氏　　　名

	
	生年月日

	

	所属・役職

	
	経験年数(うち本業務の同種・類似業務の従事年数)

	
	
	年(　　　　　　　　　年)

	学歴(卒業年次/学校種別/専攻)

	

	保有資格等

	

	従事技術分野の経歴(直近の順に記入)

	１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　～　　　年　　月(　　年　　ヵ月)
２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　～　　　年　　月(　　年　　ヵ月)

	手持ち業務　　総数：　　　（公告日現在）

	業務の名称
	発注機関
	履行期間
	契約金額

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	主な業務の実績

	業務の名称
	
	業務の概要


	発注機関
	
	

	履行期間
	
	

	契約金額
	
	

	業務の名称
	
	業務の概要


	発注機関
	
	

	履行期間
	
	

	契約金額
	
	

	業務の名称
	
	業務の概要


	発注機関
	
	

	履行期間
	
	

	契約金額
	
	


注１　本様式は各機関の事業責任者及び事業担当者につきＡ４版１枚とすること。
注２　様式５の実施体制で記載した者について作成すること。
注３　手持ち業務は、契約金額が５００万円以上の業務を対象とし、特定後未契約のものがある場合は、参考見積金額を契約金額と想定するものとすること。
注４　主な業務の実績の枠については適宜増やすこと。
（様式７）

委託費概算内訳
１．実証事業の実施に要する費用　　
（実証事業希望期間に合わせて記入すること。）
	費目
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	人件費
	
	
	

	業務費
	
	
	

	
	1 旅費
	
	
	

	
	2 諸謝金
	
	
	

	
	3 会議費
	
	
	

	
	4 備品費、借料及び損料
	
	
	

	
	5 賃金
	
	
	

	
	6 消耗品費
	
	
	

	
	7 通信運搬費
	
	
	

	
	8 印刷製本費
	
	
	

	
	9 雑役務費
	
	
	

	
	10 外注費
	
	
	

	
	11 委託費
	
	
	

	一般管理費
	
	
	

	小計
	
	
	

	消費税

（小計）×0.08
	
	
	

	合計
	
	
	


※１　一般管理費率の算出方法については、募集要綱３．を参照すること。
２．事業で使用する機器・設備類

1）既に所有しており、本モデル事業でも使用可能なもの

（主要なものを記入すること。）

2）リース・レンタルにより調達するもの

記入例

	名称・仕様
	リース・レンタルの別
	価格（千円）
	期間

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


3）新たに購入する必要があるもの

記入例

	名称・仕様
	価格（千円）

	
	

	
	

	
	


注：リース（使用権移転リースは不可）又はレンタルでの調達を原則とする。
（様式８）

他の委託契約及び補助制度等の受託・受給等の状況
	国又は独立行政法人等の調査、事業費等を受けているか、受ける予定又は申請中のものがあれば記入すること（ない場合はその旨記入すること）。
（記入例）
状況（受託・受給済、申請中）：

官公庁名等の機関名称：

制度名：

期間：

金額：

本モデル事業における実証事業との相違点：



